共同研究開発契約書
株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　株式会社（以下「乙」という。）とは，本日，次のとおり契約する。
第１条（目　的）

甲が製造・販売を予定している　　　　　に関する製品（以下「本件製品」という。）に関し，甲および乙は共同して，
[甲製品の　　　　部分に乙の製品を適用し]

[本件製品の　　　　部分は甲が，　　　　部分は乙が提供し]

て，本件製品の量産を行うに必要な技術，量産化に必要な条件および製品の評価方法等について，研究開発を行う（以下「本件共同研究開発」という。）。

第２条（研究成果の帰属）

[本件共同研究開発に基づく成果は，甲・乙の共有とする。]
または，
[本件共同研究開発の成果のうち，本件製品の　　の構造に関する部分は，甲に帰属し，原材料の組成および　　以外の構造に関する部分は，乙に帰属する。但し，帰属が不明な部分は，甲・乙の共有とする。]
または，
[本件共同研究開発の成果のうち，　　システムに関する部分は甲に帰属し，その他の部分は乙に帰属する。]

第３条（出　願）

１　本件共同研究の成果に基づく特許権，実用新案権の出願は甲・乙共同で行うものとする。甲乙は，相手方がこれらの出願を望むときはそれに協力しなければならない。
２　甲および乙は，前項の出願に関し，その従業員（出向社員，関連会社社員を含む。）との間で，特許を受ける権利等を譲り受けるために必要な契約等が締結されていることを保証する。

第４条（機密保持）
甲および乙は，本契約に関して，別途機密保持および個人情報保護に関する合意を締結する。
第５条（契約の解除）
甲乙の一方が，次の各号の一に該当したときは，相手方は，何ら催告することなく本契約を解除することができる。
（１）　支払停止，手形の不渡り，保全処分，強制執行，破産，民事再生手続等の申立てがあったとき
（２）　本契約の各条項の一つにでも違反したとき
第６条（有効期間）
１　この契約の有効期間は，平成＿＿年＿＿月＿＿日から＿＿年間とする。
２　期間満了の３０日前までに，甲・乙のいずれからも別段の意思表示がないときは，本契約は同一の条件で自動的に更新し，爾後も同様とする。

第７条（訴訟管轄）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，甲乙各記名押印の上，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　
　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印
